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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アルミニウム合金押出材を熱間鍛造してなる鍛造材であって、質量％で、Ｓｉ：０．８
～１．３％、Ｍｇ：０．７０～１．３％、Ｃｕ：０．０１～０．５％、Ｚｎ：０．００５
～０．２％、Ｆｅ：０．０１～０．４５％、Ｍｎ：０．３０％を超え、０．８％以下、Ｃ
ｒ：０．０１～０．２５％、Ｚｒ：０．０１～０．２５％、Ｔｉ：０．０１～０．１％を
各々含み、かつ前記ＳｉとＭｇの含有量が［Ｓｉ％］－［Ｍｇ％］／１．７３＞０．２５
を満足し、残部Ａｌおよび不可避的不純物からなる組成を有し、この鍛造材の任意の３箇
所以上の部位の表層部を除く断面全域における、ＳＥＭ－ＥＢＳＰ法による測定で同定さ
れる、傾角が２°以上、１５°未満の小傾角粒界と傾角が１５°以上の大傾角粒界とを含
めた、未再結晶領域を備え、この未再結晶領域における傾角２°以上の境界で囲まれる領
域の平均粒径が１０μｍ以下であるとともに、この未再結晶領域の前記鍛造材の表層部を
除く断面全域に対する平均面積割合が７５％以上であり、かつ、この未再結晶組織領域に
おける、最大長が１０ｎｍ以上、８００ｎｍ以下の分散粒子の平均密度が１０個／μｍ３

 以上であるとともに、最大長が０．５μｍ以上の晶出物の平均面積率が２．５％以下で
あることを特徴とするアルミニウム合金鍛造材。
【請求項２】
　質量％で、Ｓｉ：０．８～１．３％、Ｍｇ：０．７０～１．３％、Ｃｕ：０．０１～０
．５％、Ｚｎ：０．００５～０．２％、Ｆｅ：０．０１～０．４５％、Ｍｎ：０．３０％
を超え、０．８％以下、Ｃｒ：０．０１～０．２５％、Ｚｒ：０．０１～０．２５％、Ｔ
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ｉ：０．０１～０．１％を各々含み、かつ前記ＳｉとＭｇの含有量が［Ｓｉ％］－［Ｍｇ
％］／１．７３＞０．２５を満足し、残部Ａｌおよび不可避的不純物からなる組成を有す
るアルミニウム合金鋳塊を、４５０～５８０℃の温度範囲で均質化熱処理を施した後に、
４００～５８０℃の温度で、押出比が２．４以上、３．７未満の熱間押出加工を行い、こ
の押出材を、材料温度が４３０～５５０℃の範囲、金型温度が１００～２５０℃の範囲、
最小の肉厚減少率が２５％を超えるとともに、最大の肉厚減少率が９０％未満の条件で熱
間鍛造加工を行い、更に、溶体化および焼入れ処理と人工時効処理とを施して鍛造材を製
造し、この鍛造材の任意の３箇所以上の部位の表層部を除く断面全域における、ＳＥＭ－
ＥＢＳＰ法による測定で同定される、傾角が２°以上、１５°未満の小傾角粒界と傾角が
１５°以上の大傾角粒界とを含めた、未再結晶領域を備え、この未再結晶領域における傾
角２°以上の境界で囲まれる領域の平均粒径を１０μｍ以下とするとともに、この未再結
晶領域の前記鍛造材の表層部を除く断面全域に対する平均面積割合を７５％以上とし、か
つ、この未再結晶組織領域における、最大長が１０ｎｍ以上、８００ｎｍ以下の分散粒子
の平均密度を１０個／μｍ３ 以上とするとともに、最大長が０．５μｍ以上の晶出物の
平均面積率を２．５％ 以下としたことを特徴とするアルミニウム合金鍛造材の製造方法
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、Ａｌ－Ｍｇ－Ｓｉ系（６０００系）アルミニウム合金鍛造材およびその製造
方法に関するものである。以下、アルミニウムを単にＡｌとも言う。
【背景技術】
【０００２】
　近年、排気ガス等による地球環境問題に対して、自動車などの輸送機の車体の軽量化に
よる燃費の向上が追求されている。このため、特に、自動車などの輸送機の構造材乃至構
造部品、特にアッパーアーム、ロアーアームなどの足回り部品として、AA乃至JIS の規格
で言う６０００系（Ａｌ－Ｍｇ－Ｓｉ系）Ａｌ合金鍛造材が使用されている。６０００系
Ａｌ合金鍛造材は、高強度高靱性で、耐食性にも比較的優れている。また、６０００系Ａ
ｌ合金自体も、合金元素量が少なく、スクラップを再び６０００系Ａｌ合金溶解原料とし
て再利用しやすい点で、リサイクル性にも優れている。
【０００３】
  サスペンションなどの足回り部品には、高強度・高靭性・高耐食性を実現する材料が要
求されている。この点で、アルミニウム合金鍛造材は、足回り鍛造部品して、アルミニウ
ム合金鋳造材等に比較して、強度的に優れ、信頼性が高い。
【０００４】
  近年、これら輸送機の構造材においても、自動車のより一層の軽量化のために、一層薄
肉化させた上での高強度化や高靱性化が求められている。このため、Ａｌ合金鋳造材やＡ
ｌ合金鍛造材のミクロ組織を改善することが、従来から種々行われている。
【０００５】
　例えば、６０００系Ａｌ合金鋳造材の晶出物の平均粒径を8 μm 以下と小さくし、かつ
デンドライト二次アーム間隔(DAS) を４０μm 以下と細かくして、Ａｌ合金鍛造材をより
高強度で高靱性化することが提案されている（特許文献１、２参照) 。
【０００６】
  また、６０００系Ａｌ合金鍛造材の結晶粒内や粒界の晶出物の平均粒径や平均間隔など
を制御することで、Ａｌ合金鍛造材をより高強度で高靱性化することも提案されている。
これらの制御は、粒界腐食や応力腐食割れなどに対しても高耐食性化できる。そして、こ
れらの晶出物の制御に合わせて、Ｍｎ、Ｚｒ、Ｃｒなどの結晶粒微細化効果を有する遷移
元素を添加して、結晶粒を微細化乃至亜結晶粒化させ、破壊靱性や疲労特性を向上させる
こともこれらの提案の中で記載されている（特許文献３、４、５参照) 。
【０００７】
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  しかし、これら６０００系Ａｌ合金鍛造材には、上記鍛造および溶体化処理工程におい
て、加工組織が再結晶して粗大結晶粒が発生する傾向がある。これら粗大結晶粒が発生し
た場合、上記ミクロ組織を制御しても、高強度化や高靱性化が果たせず、また、耐食性も
低下する。しかも、これらの各特許文献では、鍛造における加工温度が450 ℃未満と比較
的低く、このような低温の熱間鍛造では、目標としている結晶粒を微細化乃至亜結晶粒化
させることが困難となる。
【０００８】
  一方、前記加工組織が再結晶化した粗大結晶粒の発生を抑制するため、Ｍｎ、Ｚｒ、Ｃ
ｒなどの結晶粒微細化効果を有する遷移元素を添加した上で、450 ～570 ℃の比較的高温
の温度で熱間鍛造を開始することが知られている（特許文献６～７、８～１０参照) 。
【０００９】
  これら６０００系Ａｌ合金鍛造材は、通常、Ａｌ合金鋳塊（鋳造材）を鍛造用素材とし
て用い、鋳塊を均質化熱処理後、メカニカル鍛造、油圧鍛造などの熱間鍛造（型鍛造）を
行い、その後、溶体化および焼き入れ処理と人工時効硬化処理との所謂Ｔ６調質処理が施
されて製造される。これに対して、耐力で３５０ＭＰａ以上の高強度とシャルピー衝撃値
２０Ｊ／ｃｍ2以上の高靭性を得るために、鍛造用の素材として、前記鋳造材を一旦熱間
押出加工した押出材を用いることが提案されている（特許文献１１、１２、１３参照）。
これらの技術では、通常用いられる鋳造材の他に、鍛造材断面の肉厚中心部における組織
を、平均結晶粒径が１０μｍ以下の微細な亜結晶粒組織として、より優れた強度と靭性、
あるいは耐食性を持たせている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開平０７－１４５４４０号公報
【特許文献２】特開平０６－２５６８８０号公報
【特許文献３】特許３６８４３１３号公報
【特許文献４】特開２００１－１０７１６８号公報
【特許文献５】特開２００２－２９４３８２号公報
【特許文献６】特開平０５２４７５７４号公報
【特許文献７】特開２００２－３４８６３０号公報
【特許文献８】特開２００４－４３９０７号公報
【特許文献９】特開２００４－２９２９３７号公報
【特許文献１０】特開２００４－２９２８９２号公報
【特許文献１１】特開２００４－６８０７６号公報
【特許文献１２】特開２００７－１６９６９９号公報
【特許文献１３】特開２００７－１７７３０８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかし、これら、鍛造用素材として鋳造材を一旦熱間押出加工した押出材を用いた特許
文献１１、１２、１３にも大きな限界がある。すなわち、熱間鍛造により、鍛造材の部位
によって異なる肉厚減少率のうち、最小の肉厚減少率が２５％を超える、大きな加工率で
熱間鍛造加工を行った場合には、鍛造材断面の肉厚中心部においても、再結晶しやすくな
って、粗大な再結晶粒が発生して、強度や靱性の低下が避けがたくなる。
【００１２】
　したがって、これら従来の鍛造用素材として鋳造材を一旦熱間押出加工した押出材を用
いる技術（以下、押出鍛造技術という）では、耐力で３５０ＭＰａ以上の高強度と、シャ
ルピー衝撃値２０Ｊ／ｃｍ2以上の高靭性を得るためには、最小の肉厚減少率が２５％以
下の小さな加工率で熱間鍛造加工せざるを得ない。実際にも、例えば特許文献１２の実施
例では、直径２０ｍｍの押出ビレット（丸棒）を、各辺が１５ｍｍ長さの角Ｒ付きの角棒
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形状に熱間鍛造しており、その肉厚減少率は２５％程度でしかない。
【００１３】
　それゆえ、これら従来の押出鍛造技術では、小さな加工率で熱間鍛造可能な形状が、前
記した棒形状などの単純な鍛造製品形状に、大きく限定、制約される。ただ、汎用されて
いる、アッパーアーム、ロアーアームなどの足回り鍛造部品は、略三角形の全体形状と、
平面視で略Ｙ型形状のアーム部と、このアーム部の３つの各端部に各々ボールジョイント
部（３箇所）を有するような、複雑形状となっている。このため、必然的に、最小の肉厚
減少率が２５％を超える大きな加工率となる。
【００１４】
　更に、これらサスペンションアームなどの自動車足回り部品は、より軽量化を図るため
に、断面が、幅狭で厚い周縁部のリブと、幅広で薄肉な中央部のウエブとからなる、略Ｈ
型の形状をしている。そして、近年では、このような自動車足回り部品を一層薄肉化、軽
量化させるために、前記ウエブを一層薄肉化したり、広幅化し、前記リブを一層幅狭化、
厚肉化させた形状( 以下、軽量化形状とも言う) となっている。このため、例えば、前記
ウエブの肉厚を１０ｍｍ以下に薄肉化させた自動車足回り部品も採用され始めている。
【００１５】
　このような軽量化形状あるいは複雑形状の自動車足回り鍛造部品は、必然的に、最小の
肉厚減少率が２５％を超える大きな加工率となる。このため、熱間鍛造加工を行った場合
に、前記した通りに、鍛造材断面の肉厚中心部においても、再結晶しやすくなって、粗大
な再結晶粒が発生して、強度や靱性の低下が避けがたくなる。このため、従来の押出鍛造
技術では、このような軽量化形状の自動車足回り部品を、高強度化させて、製造すること
ができない。
【００１６】
　本発明はこの様な事情に着目してなされたものであって、その目的は、前記押出鍛造技
術を改良して、アルミニウム合金押出材を熱間鍛造してなる鍛造材であって、高強度で高
耐食性な軽量化形状の鍛造材を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　この目的を達成するために、本発明アルミニウム合金鍛造材の要旨は、アルミニウム合
金押出材を熱間鍛造してなる鍛造材であって、質量％で、Ｓｉ：０．８～１．３％、Ｍｇ
：０．７０～１．３％、Ｃｕ：０．０１～０．５％、Ｚｎ：０．００５～０．２％、Ｆｅ
：０．０１～０．４５％、Ｍｎ：０．３０％を超え、０．８％以下、Ｃｒ：０．０１～０
．２５％、Ｚｒ：０．０１～０．２５％、Ｔｉ：０．０１～０．１％を各々含み、かつ前
記ＳｉとＭｇの含有量が［Ｓｉ％］－［Ｍｇ％］／１．７３＞０．２５を満足し、残部Ａ
ｌおよび不可避的不純物からなる組成を有し、この鍛造材の任意の３箇所以上の部位の表
層部を除く断面全域における、ＳＥＭ－ＥＢＳＰ法による測定で同定される、傾角が２°
以上、１５°未満の小傾角粒界と傾角が１５°以上の大傾角粒界とを含めた、未再結晶領
域を備え、この未再結晶領域における傾角２°以上の境界で囲まれる領域の平均粒径が１
０μｍ以下であるとともに、この未再結晶領域の前記鍛造材の表層部を除く断面全域に対
する平均面積割合が７５％以上であり、かつ、この未再結晶組織領域における、最大長が
１０ｎｍ以上、８００ｎｍ以下の分散粒子の平均密度が１０個／μｍ３ 以上であるとと
もに、最大長が０．５μｍ以上の晶出物の平均面積率が２．５％以下である
こととする。
【００１８】
　また、上記目的を達成するために、本発明アルミニウム合金鍛造材の製造方法の要旨は
、質量％で、Ｓｉ：０．８～１．３％、Ｍｇ：０．７０～１．３％、Ｃｕ：０．０１～０
．５％、Ｚｎ：０．００５～０．２％、Ｆｅ：０．０１～０．４５％、Ｍｎ：０．３０％
を超え、０．８％以下、Ｃｒ：０．０１～０．２５％、Ｚｒ：０．０１～０．２５％、Ｔ
ｉ：０．０１～０．１％を各々含み、かつ前記ＳｉとＭｇの含有量が［Ｓｉ％］－［Ｍｇ
％］／１．７３＞０．２５を満足し、残部Ａｌおよび不可避的不純物からなる組成を有す
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るアルミニウム合金鋳塊を、４５０～５８０℃の温度範囲で均質化熱処理を施した後に、
４００～５８０℃の温度で、押出比が２．４以上、３．７未満の熱間押出加工を行い、こ
の押出材を、材料温度が４３０～５５０℃の範囲、金型温度が１００～２５０℃の範囲、
最小の肉厚減少率が２５％を超えるとともに、最大の肉厚減少率が９０％未満の条件で熱
間鍛造加工を行い、更に、溶体化および焼入れ処理と人工時効処理とを施して鍛造材を製
造し、この鍛造材の任意の３箇所以上の部位の表層部を除く断面全域における、ＳＥＭ－
ＥＢＳＰ法による測定で同定される、傾角が２°以上、１５°未満の小傾角粒界と傾角が
１５°以上の大傾角粒界とを含めた、未再結晶領域を備え、この未再結晶領域における傾
角２°以上の境界で囲まれる領域の平均粒径を１０μｍ以下とするとともに、この未再結
晶領域の前記鍛造材の表層部を除く断面全域に対する平均面積割合を７５％以上とし、か
つ、この未再結晶組織領域における、最大長が１０ｎｍ以上、８００ｎｍ以下の分散粒子
の平均密度を１０個／μｍ３ 以上とするとともに、最大長が０．５μｍ以上の晶出物の
平均面積率を２．５％ 以下としたことである。
【発明の効果】
【００１９】
  本発明では、前記押出鍛造技術において、前記軽量化形状の自動車足回り鍛造部品（＝
鍛造材）など、鍛造材の部位によって異なる肉厚減少率のうち、最小の肉厚減少率が２５
％を超える大きな加工率で熱間鍛造加工を行っても、鍛造材の表層部を除く断面全域に
おいて、再結晶による粗大な再結晶粒が発生せず、微細な結晶粒組織を備えるようにする
。このため、本発明では、前記押出鍛造技術において、再結晶を抑制するとともに再結晶
後の粒界移動を妨げる、微細な分散粒子をより高密度に形成するとともに、再結晶の核と
なる晶出物を抑制して、熱間鍛造での再結晶および粗大な粒成長を抑制する。これによっ
て、特に鍛造材の前記表層部を除く断面全域の結晶粒組織を微細化させる。なお、前記表
層部とは、結晶粒が粗大となっており、光学顕微鏡によって内部組織と判別が可能な薄い
表層部である。
【００２０】
　ただ、この結晶粒組織の微細化も、前記微細な分散粒子の高密度な形成と晶出物の抑制
によって、傾角が２°以上、１５°未満の小傾角粒界として測定あるいは規定される亜結
晶粒だけでなく、傾角が１５°以上の大傾角粒界の結晶粒とを含めた、未再結晶領域全体
において、より徹底させることができる。このため、未再結晶領域全体の平均結晶粒を１
０μm以下により微細化させることができる、しかも、このような未再結晶領域（未再結
晶粒組織）が前記鍛造材の断面全域に対する平均面積割合が７５％以上と多くすることが
可能である。
【００２１】
　なお、前記鍛造材の表層部を除く断面全域において、再結晶による粗大な再結晶粒が発
生せず、微細な結晶粒組織を備えるようにするためには、熱間鍛造される前の押出材の組
織において、本発明で規定する、前記微細な分散粒子が高密度に形成されるとともに晶出
物が抑制された、組織となっていることが重要となる。ただ、製造途中の中間材である押
出材では、これら分散粒子や晶出物の測定がしずらく、また、鍛造後の鍛造材であっても
、あるいは、その後調質処理が施された鍛造材であっても、前記押出材での前記分散粒子
と晶出物との大きさと密度あるいは面積割合は、大きく変化することは無い。したがって
、本発明での前記分散粒子と晶出物との組織規定は、鍛造後の鍛造材あるいはその後調質
処理が施された鍛造材で行っている。
【００２２】
  本発明は、従来のように鍛造材の肉厚中心部などの局部的あるいは部分的な領域だけの
組織規定ではなく、前記した通り、鍛造材の複数個所における断面全域の組織を規定する
。これによって、本発明では、前記軽量化形状をした自動車足回り鍛造部品を、より高強
度化および高耐食性化させることができるとともに、これらの特性を鍛造材の部位全体に
亘って保障することができる。
【発明を実施するための形態】
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【００２３】
  以下に、本発明の実施態様につき具体的に説明する。
【００２４】
 (化学成分組成)
  本発明におけるＡｌ合金鍛造材、この鍛造加工用の素材であるＡｌ合金押出材、この押
出加工用の素材であるＡｌ合金鋳造材、この鋳造用の素材であるＡｌ合金溶湯における、
Ａｌ合金の化学成分組成について、以下に説明する。
【００２５】
  本発明における６０００系Ａｌ合金の化学成分組成は、前記した足回り鍛造部品などと
して、高強度、耐応力腐食割れ性などの高い耐食性乃至耐久性を保証する必要がある。こ
のため、６０００系Ａｌ合金組成範囲の中でも、本発明におけるＡｌ合金組成は、質量％
で、Ｓｉ：０．８～１．３％、Ｍｇ：０．７０～１．３％、Ｃｕ：０．０１～０．５％、
Ｚｎ：０．００５～０．２％、Ｆｅ：０．０１～０．４５％、Ｍｎ：０．３０％を超え、
０．８％以下、Ｃｒ：０．０１～０．２５％、Ｚｒ：０．０１～０．２５％、Ｔｉ：０．
０１～０．１％を各々含み、かつ前記ＳｉとＭｇの含有量が［Ｓｉ％］－［Ｍｇ％］／１
．７３＞０．２５を満足し、残部Ａｌおよび不可避的不純物からなるものとする。なお、
各元素量における％表示はすべて質量％の意味である。
【００２６】
  溶解原料スクラップなどから必然的に混入される不純物元素も、本発明の諸特性を阻害
しない範囲で、ＪＩＳ規格の上限規定などに基づく通常の量を含むことは許容される。次
に、各元素の含有量について、臨界的意義や好ましい範囲について説明する。
【００２７】
Ｍｇ：０．７０～１．３％
  Ｍｇは人工時効硬化処理（時効処理）により、Ｓｉとともに、主として針状β' 相とし
て結晶粒内に析出し、自動車足回り部品の高強度 (耐力) を付与するために必須の元素で
ある。Ｍｇの含有量が少な過ぎると、人工時効処理時の時効硬化量が低下する。一方、Ｍ
ｇの含有量が多過ぎると、強度 (耐力) が高くなりすぎ、鍛造性を阻害する。また、溶体
化処理後の焼き入れ途中に多量のＭｇ－Ｓｉ化合物や単体Ｓｉが析出しやすく、却って、
強度、靱性、伸び、耐食性などを低下させる。したがって、Ｍｇ含有量は０．７０～１．
３％の範囲とする。
【００２８】
Ｓｉ：０．８～１．３％
  ＳｉもＭｇとともに、人工時効処理により、主として針状β' 相として析出して、自動
車足回り部品使用時の高強度 (耐力) を付与するために必須の元素である。Ｓｉの含有量
が少な過ぎると、人工時効処理で十分な強度が得られない。一方、Ｓｉの含有量が多過ぎ
ると、鋳造時および溶体化処理後の焼き入れ途中で、粗大な単体Ｓｉ粒子が晶出および析
出して、耐食性と靱性を低下させる。また、過剰Ｓｉが多くなって、高耐食性と高靱性、
高疲労特性を得ることができない。更に伸びが低くなるなど、加工性も阻害する。したが
って、Ｓｉの含有量は０．８～１．３％の範囲とする。
【００２９】
Ｓｉ含有量とＭｇ含有量との関係
　ＳｉとＭｇとは、前記した各含有量を各々満足するとともに、高強度化のために、Ｓｉ
含有量である［Ｓｉ％］とＭｇ含有量である［Ｍｇ％］との関係式として、［Ｓｉ％］－
［Ｍｇ％］／１．７３＞０．２５も満足するようにする。すなわち、Ｍｇ含有量に対して
Ｓｉ含有量が過剰な、過剰Ｓｉ型の６０００系合金として、溶体化および焼入れ処理後の
鍛造材の時効硬化性を高めて、時効処理による高強度化を図る。
【００３０】
Ｃｕ：０．０１～０．５％
　Ｃｕは固溶強化にて強度の向上に寄与する他、時効処理に際して、最終製品の時効硬化
を著しく促進する効果も有する。Ｃｕの含有量が少な過ぎると、これらの強度向上効果が



(7) JP 5723192 B2 2015.5.27

10

20

30

40

50

無い。一方、Ｃｕの含有量が多過ぎると、Ａｌ合金鍛造材の組織の応力腐食割れや粒界腐
食の感受性を著しく高め、Ａｌ合金鍛造材の耐食性や耐久性を低下させる。したがって、
Ｃｕの含有量は０．０１～０．５％の範囲とする。
【００３１】
Ｚｎ：０．００５～０．２％
  Ｚｎは、人工時効処理において、Ｚｎ－Ｍｇ析出物を、微細かつ高密度に析出、形成し
て、高い強度を実現させる。また、固溶したＺｎは粒内の電位を下げ、腐食形態を粒界か
らではなく、全面的な腐食として、粒界腐食や応力腐食割れを結果として軽減する効果も
ある。しかし、Ｚｎの含有量が多過ぎると、耐食性が顕著に低下する。したがって、Ｚｎ
の含有量は０．００５～０．２％の範囲とする。
【００３２】
Ｆｅ：０．０１～０．４５％
  Ｆｅは、Ｍｎ、Ｃｒとともに、Ａｌ－Ｆｅ系金属間化合物からなる微細な分散粒子 (分
散相) を生成し、再結晶後の粒界移動を妨げ、結晶粒の粗大化を防止するとともに、結晶
粒を微細化させる効果がある。すなわち、微細な分散粒子をより高密度に形成して、鍛造
材での再結晶および粒成長を抑制する。これによって、特に鍛造材の前記表層部を除く断
面全域の結晶粒組織を本発明で規定するように微細化させる。Ｆｅの含有量が少な過ぎる
と、これらの効果が無い。一方、Ｆｅの含有量が多過ぎると、Ａｌ－Ｆｅ－Ｓｉ晶出物な
どの粗大な晶出物を生成する。これらの晶出物は、破壊靱性および疲労特性などを劣化さ
せる。したがって、Ｆｅの含有量は０．０１～０．４５％の範囲とする。
【００３３】
Ｍｎ：０．３０％を超え、０．８％以下
  Ｍｎは、均質化熱処理時およびその後の熱間鍛造時に、Ａｌ－Ｍｎ系金属間化合物から
なる分散粒子 (分散相) を生成し、再結晶後の粒界移動を妨げ、結晶粒の粗大化を防止す
るとともに、結晶粒を微細化させる効果がある。すなわち、微細な分散粒子をより高密度
に形成して、鍛造材での再結晶および粒成長を抑制する。これによって、特に鍛造材の断
面の肉厚中心部での結晶粒組織を、本発明で規定するように微細化させる。また、Ｍｎは
マトリックスへの固溶による強度およびヤング率の増大も見込める。Ｍｎの含有量が少な
すぎると、分散粒子が不足して、これらの効果が期待できず、熱間鍛造時に再結晶が進み
、結晶粒が粗大化して、強度や靱性が低下する。一方、Ｍｎの過剰な含有は溶解、鋳造時
に粗大な金属間化合物や晶出物を生成しやすく、破壊の起点となり、靱性や疲労特性を低
下させる原因となる。このため、Ｍｎは、Ｃｒ、Ｚｒとともに含有させるとともに、０．
３０％を超え、０．８％以下の範囲で含有させる。
【００３４】
　ここで、分散粒子である、前記Ａｌ－Ｍｎ系金属間化合物や前記Ａｌ－Ｆｅ系金属間化
合物は、Ａｌ－（Ｆｅ、Ｍｎ、Ｃｒ) －Ｓｉで表され、Ｆｅ、Ｍｎ、Ｃｒ、Ｓｉ、Ａｌな
どが、その含有量に応じて、選択的に結合した公知の化合物である。
【００３５】
Ｃｒ：０．０１～０．２５％
  Ｃｒも、Ｍｎと同様に、均質化熱処理時およびその後の熱間鍛造時に、分散粒子 (分散
相) を生成し、再結晶後の粒界移動を妨げ、結晶粒の粗大化を防止するとともに、結晶粒
を微細化させる効果がある。すなわち、微細な分散粒子をより高密度に形成して、鍛造材
での再結晶および粒成長を抑制する。Ｃｒの含有量が少なすぎると、これらの効果が期待
できず、熱間鍛造時に再結晶が進み、結晶粒が粗大化して、強度や靱性が低下する。一方
、これらの元素の過剰な含有は溶解、鋳造時に粗大な金属間化合物や晶出物を生成しやす
く、破壊の起点となり、靱性や疲労特性を低下させる原因となる。このため、ＣｒはＭｎ
、Ｚｒとともに含有させるとともに、その含有量は０．０１～０．２５％の範囲とする。
【００３６】
Ｚｒ：０．０１～０．２５％、
　Ｚｒも、Ｍｎ、Ｃｒと同様に、均質化熱処理時およびその後の熱間鍛造時に、分散粒子
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 (分散相) を生成し、再結晶後の粒界移動を妨げ、結晶粒の粗大化を防止するとともに、
結晶粒を微細化させる効果がある。すなわち、微細な分散粒子をより高密度に形成して、
鍛造材での再結晶および粒成長を抑制する。Ｚｒの含有量が少なすぎると、これらの効果
が期待できず、熱間鍛造時に再結晶が進み、結晶粒が粗大化して、強度や靱性が低下する
。一方、これらの元素の過剰な含有は溶解、鋳造時に粗大な金属間化合物や晶出物を生成
しやすく、破壊の起点となり、靱性や疲労特性を低下させる原因となる。このため、Ｚｒ
は、Ｍｎ、Ｃｒとともに含有させるとともに、その含有量は０．０１～０．２５％の範囲
とする。
【００３７】
Ｔｉ：０．０１～０．１％
　Ｔｉは、鋳塊の結晶粒を微細化し、鍛造材組織を微細な亜結晶粒とする効果がある。Ｔ
ｉの含有量が少な過ぎるとこの効果が発揮されない。しかし、Ｔｉの含有量が多過ぎると
、粗大な晶出物を形成し、前記加工性を低下させる。したがって、Ｔｉの含有量は０．０
１～０．１％の範囲とする。
【００３８】
  この他、以下に記載する元素は不純物であり、各々、以下に各々記載する含有量まで許
容される。水素は不純物として混入しやすく、特に、鍛造材の加工度が小さくなる場合、
水素に起因する気泡が鍛造等加工で圧着せず、ブリスターが発生し、破壊の起点となるた
め、靱性や疲労特性を著しく低下させる。特に、高強度化した足回り部品などにおいては
、この水素による影響が大きい。したがって、Ａｌ 100g 当たりの水素濃度は0.25ml以下
の、できるだけ少ない含有量とすることが好ましい。Ｖ、Ｈｆも不純物として混入しやす
く、足回り部品の特性を阻害するので、これらの合計で0.3%未満とする。また、Ｂ は不
純物であるが、Ｔｉと同様、鋳塊の結晶粒を微細化し、押出や鍛造時の加工性を向上させ
る効果もある。しかし、300ppmを越えて含有されると、やはり粗大な晶出物を形成し、前
記加工性を低下させる。したがって、Ｂ は300ppm以下の含有まで許容する。
【００３９】
 (組織)
  以上の合金組成を前提に、本発明では、前記軽量化形状の自動車足回り鍛造部品（＝鍛
造材）につき、最小の肉厚減少率が２５％を超える、大きな加工率で熱間鍛造加工を行っ
ても、特に鍛造材の前記表層部を除く断面全域において、再結晶による粗大な再結晶粒組
織が発生せず、微細な未結晶粒組織を備えるようにする。これによって、本発明では、前
記軽量化形状をした自動車足回り鍛造部品を、より高強度化および高耐食性化させること
ができるとともに、これらの特性を鍛造材の部位全体に亘って保障することができる。
【００４０】
　このために、本発明では、鍛造材の任意の３箇所以上の部位の表層部を除く断面全域に
おいて、ＳＥＭ－ＥＢＳＰ法による測定で同定される、傾角が２°以上、１５°未満の小
傾角粒界と傾角が１５°以上の大傾角粒界とを含めた、未再結晶領域を備え、この未再結
晶領域における傾角２°以上の境界で囲まれる領域の平均粒径が１０μｍ以下であるとと
もに、この未再結晶領域の前記鍛造材の断面全域に対する平均面積割合が７５％以上であ
ることとする。この微細な未結晶粒組織は、傾角２°以上、１５°未満の小傾角粒界とし
て測定あるいは規定される亜結晶粒だけでなく、傾角が１５°以上の大傾角粒界の結晶粒
とを含めた、未再結晶領域である。本発明では、このような未再結晶領域全体の平均結晶
粒を１０μm以下に微細化させる。そして、このような未再結晶領域（未再結晶粒組織）
が鍛造材の断面中央部に占める鍛造材断面に対する平均面積割合を７５％以上と多くする
。
【００４１】
　そして、このような微細な未結晶粒組織をえるために、前記未結晶粒組織の（実際には
鍛造前の押出材での前記未結晶粒組織に相当する組織であって、測定はこの押出材を鍛造
した鍛造材にける前記未結晶粒組織で行う）最大長が１０ｎｍ以上、８００ｎｍ以下の分
散粒子の平均密度が１０個／μｍ３ 以上であるとともに、最大長が０．５μｍ以上の晶
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出物の平均面積率が２．５％ 以下とする。
【００４２】
　これらの測定は、実施例にて後述する通り、鍛造材の任意の各部位３箇所以上から前記
鍛造材の断面全域を採取して、各々測定試料とする。したがって、例えば鍛造材の試料採
取部位の大きさが幅４ｍｍ×高さ４ｍｍなら、この４ｍｍ×４ｍｍの全域が試料の大きさ
＝面積となり、試料の大きさは鍛造材の測定部位の断面積によって定まる。この測定試料
断面（前記鍛造材の断面全域）を研磨後、化学エッチングし、４００倍の光学顕微鏡を用
いて、この試料断面に占める再結晶した結晶粒が粗大な表層領域（一般に試料表層から表
層近傍）を判別して、測定対象から除外する。その後、光学顕微鏡により測定した、再結
晶組織領域と未再結晶組織領域の境界を含む部位を５箇所切り出し（特に光学顕微鏡では
境界の位置を判定することが難しい部位を優先する）、観察用に試料調整後、ＳＥＭ－Ｅ
ＢＳＰを用いて上記境界を含む領域を解析（１視野：４ｍｍ×２ｍｍ）し、境界の位置を
明確にした後、上記断面全域に占める未再結晶組織領域の面積割合（％）を算出して、前
記全測定部位（３箇所以上）の測定結果によって平均化する。一方、晶出物、分散粒子は
、前記断面の未再結晶組織領域の任意の３部位より試料を切り出し、各組織を後述する各
々の手段により観察して、３部位の平均によって、晶出物の平均面積率（％）、分散粒子
の平均密度（個／μｍ３ ）を算出する。因みに、これら晶出物、分散粒子は、前記鍛造
材断面全域における前記未再結晶組織の形成に大きく関わるために、その影響や相関を調
査するためには、当然ながら、前記未再結晶組織における、これらの存在状態を測定する
。
【００４３】
　これらの組織規定は、鍛造材の前記リブあるいはウエブなどの任意の部位を３箇所以上
測定した場合の平均値が、前記規定する組織を満足するものとする。鍛造材は部位によっ
て、熱間鍛造加工率、すなわち、肉厚減少率が大きく異なり、この点で、組織も大きく異
なる。ただ、このような鍛造材であっても、本発明では、任意の部位を３箇所以上測定し
た場合の、複数個所の平均値として、このような規定組織を満足している。また、本発明
は、鍛造材の断面の、肉厚中心部のような一部あるいは部分的ではなく、前記表層部を除
く断面全域において、再結晶による粗大な再結晶粒組織が発生せず、微細な未結晶粒組織
を備えるようにしている。このため、前記軽量化形状をした自動車足回り鍛造部品（鍛造
材）の、ほぼ部位全体に亘って、高強度化および高耐食性化を保証できる。因みに、本発
明での前記分散粒子と晶出物とは、熱間鍛造される前の押出材の組織において、規定のよ
うになっていることが重要となる。ただ、前記した通り、鍛造後の鍛造材あるいはその後
調質処理が施された鍛造材であっても、前記押出材での前記分散粒子と晶出物との大きさ
と密度、面積割合は大きく変化することは無いので、本発明での前記分散粒子と晶出物と
の組織規定は、鍛造後の鍛造材あるいはその後調質処理が施された鍛造材で行っている。
【００４４】
 (未再結晶領域の測定)
  傾角が２°以上、１５°未満の小傾角粒界として測定あるいは規定される亜結晶粒と、
傾角が１５°以上の大傾角粒界の結晶粒とを含めた、未再結晶領域の同定は、鍛造材の前
記表層部を除く断面全域における、ＳＥＭ－ＥＢＳＰ法による測定で同定される。ＳＥＭ
－ＥＢＳＰ法は、電界放出型走査電子顕微鏡（Field Emission Scanning Electron Micro
scope:FESEM）に、後方散乱電子回折像[EBSP: ElectronBack Scattering (Scattered) Pa
ttern] システムを搭載した結晶方位解析法である。鍛造材の前記表層部を除く断面全域
における前記光学顕微鏡の観察によって、再結晶した結晶粒が粗大な表層領域を判別する
とともに、再結晶組織領域と未再結晶組織領域の境界を判別する。そして、特に光学顕微
鏡では境界の位置を判定することが難しい部位を優先する含む部位を５箇所切り出して、
観察用に試料を調整後、ＳＥＭ－ＥＢＳＰを用いて、前記した傾角が２°以上、１５°未
満の小傾角粒界と傾角が１５°以上の大傾角粒界とを含めた未再結晶組織領域の境界領域
を正確に解析（１視野：４ｍｍ×２ｍｍ）する。そして、前記光学顕微鏡の観察結果と併
せて、未再結晶組織領域を明確にし、上記断面全域に占める未再結晶組織領域の面積割合
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（％）を算出する。
【００４５】
　より具体的に、ＳＥＭ－ＥＢＳＰの前記観察用試料の調整は、前記光学顕微鏡の観察試
料 (断面組織)を、更に機械研磨後電解エッチングして鏡面化する。そして、ＦＥＳＥＭ 
の鏡筒内にセットした、試料の鏡面化した表面に、電子線を照射してスクリーン上にＥＢ
ＳＰを投影する。これを高感度カメラで撮影して、コンピュータに画像として取り込む。
コンピュータでは、この画像を解析して、既知の結晶系を用いたシミュレーションによる
パターンとの比較によって、結晶の方位が決定される。算出された結晶の方位は３次元オ
イラー角として、位置座標（ｘ、ｙ）などとともに記録される。このプロセスが全測定点
に対して自動的に行なわれるので、測定終了時には、鍛造材の断面における数万～数十万
点の結晶方位データが得られる。
【００４６】
  このような鍛造材断面における結晶方位データから、未再結晶領域と再結晶領域とを明
確に区別して同定される。未再結晶領域は、１５°未満の小傾角粒と規定される亜結晶粒
の領域、１５°以上の大傾角粒からなる領域、また大傾角粒の中に小傾角粒を有する複合
構造の領域からなり、２°以上の境界で囲まれる領域（粒）の平均サイズは１０μｍ以下
からなる。なお、１５°以上の大傾角粒からなる領域は、新たに生じた微細な再結晶粒で
はなく、押出加工時また熱間鍛造時に、加工中に生じた小傾角粒が加工中に回転し、境界
間の方位差が大きくなることにより生じるものと推定される。一方、再結晶組織領域は、
平均サイズ１０μｍを超える大傾角粒からなり、なかには、組織の測定対象から外してい
る前記鍛造材の表層部のように、数ｍｍサイズの巨大な再結晶粒も生じる。そして、この
結果から、この未再結晶領域が、鍛造材断面全域に占める面積割合を求めることができる
。
【００４７】
　一方、未再結晶領域の平均結晶粒径は、前記試料の鏡面化した表面における、前記ＳＥ
Ｍ－ＥＢＳＰ法により同定された未再結晶領域内を、４００倍の光学顕微鏡で偏光ミクロ
観察を行い、未再結晶領域内の結晶粒についき、粒径を画像解析により測定して、これら
の平均結晶粒径を算出する。
【００４８】
　因みに、前記特許文献１１～１３の平均結晶粒径が１０μｍ以下の微細な亜結晶粒組織
とは、通常は傾角が１５°未満の小傾角粒界と規定される亜結晶粒であって、傾角が１５
°以上の大傾角粒界を除いた、未再結晶粒組織でしかない。すなわち、本発明でいう未再
結晶粒組織とは、傾角が２°以上、１５°未満の小傾角粒界として測定あるいは規定され
る亜結晶粒と、傾角が１５°以上の大傾角粒界の結晶粒とを含めた領域である。したがっ
て、傾角が１５°以上の大傾角粒界を含まずに、亜結晶粒組織のみを規定した前記特許文
献１１～１３では、未再結晶粒組織を規定しておらず、傾角が１５°以上の大傾角粒界の
結晶粒の大きさや、面積割合によって、必然的に、本発明の規定から外れる。
【００４９】
　また、前記特許文献１１～１３の亜結晶粒組織の平均結晶粒径や面積割合の測定も、40
0 倍程度の光学顕微鏡のみで、しかも、サイズが大きい再結晶粒の光を反射しやすく色が
淡い特性や、サイズが小さいその他の亜結晶を含めた結晶粒の色の濃さとの、色の濃淡の
違いや、あるいは互いのサイズの違いで識別している。このため、傾角が１５°以上の大
傾角粒界を除いていることも含めて、本発明のＳＥＭ－ＥＢＳＰ法による結晶粒組織の同
定に比して、測定が不正確とならざるを得ない。
【００５０】
 (分散粒子と晶出物)
　前記軽量化形状の足回り鍛造品の熱間鍛造加工の際の、最小の肉厚減少率が２５％を超
えたとしても、以上の組織を保証するため、本発明では、前記押出鍛造技術において、再
結晶を抑制するとともに再結晶後の粒界移動を妨げる、微細な分散粒子をより高密度に形
成するとともに、再結晶の核となる晶出物を抑制して、熱間鍛造での再結晶および粗大な
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粒成長を抑制する。
【００５１】
 (分散粒子)
  本発明では、前記したＳＥＭ－ＥＢＳＰの観察用試料における未再結晶組織領域の任意
の部位３箇所を測定した場合の平均値として、最大長が１０ｎｍ以上、８００ｎｍ以下の
分散粒子の平均密度を１０個／μｍ３ 以上とする。不定形の分散粒子における、最大長
さとは、最も長い軸あるいは最も長い辺の軸長さである。
【００５２】
  最小の肉厚減少率が２５％を超えた場合に再結晶しやすい、鍛造材の前記断面全域の再
結晶を抑制することが、強度、靱性を向上させる上で重要となる。したがって、本発明で
は、この最も再結晶しやすい部位における再結晶を抑制する分散粒子を規定して、再結晶
を抑制し、再結晶による結晶粒の粗大化を抑制する。これによって、再結晶化、結晶粒の
粗大化による粒界破断を抑制して、自動車足回り鍛造部品の強度、靱性を向上させる。
【００５３】
  本発明で言う分散粒子とはＡｌ- Ｍｎ系、Ａｌ- Ｃｒ系、Ａｌ- Ｚｒ系の各金属間化合
物である。これらの分散粒子は、微細で高密度に分散すれば、再結晶後の粒界移動を妨げ
る効果があるため、結晶粒の再結晶化や粗大化を防止するとともに、結晶粒を微細化させ
る効果が高い。しかし、通常の製造工程では、鋳造、均質化熱処理、熱間鍛造、溶体化処
理および焼入れ処理などの熱履歴において、昇温速度や冷却速度が小さ過ぎる場合に、製
造条件によっては、粗大化しやすい。このため、再結晶抑制 (結晶粒微細化) 効果が失わ
れ、却って、自動車足回り部品の破壊靱性および疲労特性を劣化させる可能性もある。
【００５４】
  このため、本発明では、前記組織における上記分散粒子を微細で高密度に分散させるよ
うにし、粗大化させないために、分散粒子のサイズとして、最大長さと個数（密度）を規
定する。
【００５５】
 (分散粒子の測定)
  ここで、分散粒子の最大長と平均密度は、前記したＳＥＭ－ＥＢＳＰの観察用試料にお
ける未再結晶組織領域の任意の部位３箇所を、倍率２００００倍のＴＥＭ(透過型電子顕
微鏡) で１断面当たり９視野観察する。これを画像解析して、各分散粒子の最大長と、最
大長が１０ｎｍ以上、８００ｎｍ以下の分散粒子の平均密度（１０個／μｍ３ ）を測定
する。この際、ＴＥＭ観察部の試料厚さは２００ｎｍとほぼ一定である。
【００５６】
 (晶出物)
  次ぎに、本発明では、前記したＳＥＭ－ＥＢＳＰの観察用試料における未再結晶組織領
域の任意の部位３箇所を測定した場合の平均値として、最大長が０．５μｍ以上の晶出物
の平均面積率を２．５％ 以下と規制する。不定形の晶出物における、最大長さとは、最
も長い軸あるいは最も長い辺の軸長さである。
【００５７】
  最小の肉厚減少率が２５％を超えた場合に再結晶しやすい、鍛造材の前記断面全域の再
結晶を抑制するためには、その部分の鍛造中の再結晶の核となる晶出物を抑制することが
、強度、靱性を向上させる上で重要となる。因みに、本発明で言う晶出物とは、代表的に
はＳｉ、Ｆｅ、Ｍｎ、Ｃｒ、Ｚｒなどからなる、複合金属間化合物である。本発明では、
これらの含有量が比較的多く、破壊の起点となって鍛造品の特性を劣化させる、粗大な晶
出物を組織的に生成しやすくなっているので、この点でも晶出物を規制する必要がある。
【００５８】
 (晶出物の測定)
  ここで、晶出物の最大長と平均面積率は、前記したＳＥＭ－ＥＢＳＰの観察用試料にお
ける未再結晶組織領域の任意の部位３箇所を、倍率２００倍のＳＥＭ(走査型電子顕微鏡)
 で、１断面当たり２５視野（１鍛造材で７５視野以上）を観察して撮影し、得られた画
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像をデジタル処理して算出する。
【００５９】
 (製造方法)
  次に、本発明におけるＡｌ合金鍛造材の製造方法について述べる。本発明におけるＡｌ
合金鍛造材の製造工程自体は、常法により製造が可能である。但し、軽量化形状した自動
車足回り鍛造部品であっても、前記した組織を有し、高強度化、高靱性化および高耐食性
化させるためには、上記組成を有するアルミニウム合金鋳塊を、４５０～５８０℃の温度
範囲で均質化熱処理を施した後に、４００～５８０℃の温度で、押出比が２．４以上、３
．７未満の熱間押出加工を行い、この押出材を、材料温度が４３０～５５０℃の範囲、金
型温度が１００～２５０℃の範囲、最小の肉厚減少率が２５％を超えるとともに、最大の
肉厚減少率が９０％未満の条件で熱間鍛造加工を行い、この鍛造材に溶体化および焼入れ
処理と人工時効処理とを施すことが好ましい。押出比は押出前の断面積Ａ、押出後の断面
積Ｂを用いて、ｌｎ（Ａ／Ｂ）で定義する。また、肉厚減少率は、押出材の径Ａ、鍛造後
の肉厚Ｂを用いて、｛（Ａ－Ｂ）／Ａ｝×１００％で定義する。Ａは、押出材の断面が円
形の場合は直径、他の形状では断面内の最大長さとする。
【００６０】
 (鋳造)
  前記特定Ａｌ合金成分範囲内に溶解調整されたＡｌ合金溶湯を鋳造する場合には、連続
鋳造圧延法、半連続鋳造法（ＤＣ鋳造法）、ホットトップ鋳造法等の通常の溶解鋳造法を
適宜選択して鋳造する。
【００６１】
  但し、前記特定Ａｌ合金成分範囲からなるアルミニウム合金溶湯を鋳造する際には、晶
出物の微細化と、デンドライト二次アーム間隔(DAS) を微細化させるために、平均冷却速
度を100 ℃/s以上とすることが好ましい。
【００６２】
 (均質化熱処理)
  鋳造した鋳塊の均質化熱処理は４５０～５８０℃の温度範囲に２時間以上保持して行う
。均質化熱処理温度が４５０℃未満では、温度が低すぎて鋳塊を均質化できず、均質化熱
処理温度が５８０℃を超えると、鋳塊表面のバーニングが発生する。
【００６３】
 (熱間押出)
  この均質化熱処理後に、そのまま温度調節されるか、あるいは一旦室温まで冷却された
上で再加熱されて、４００～５８０℃の温度で、押出比が２．４以上、３．７未満の条件
で、鋳塊の熱間押出加工を行い、押出材に加工する。熱間押出温度が５８０℃を超えると
、押出材表面のバーニングが発生するとともに、粗大な再結晶粒が発生する可能性が高く
なる。熱間押出温度が４００℃未満では、押出時の荷重が高くなり、押出材表面に傷が発
生しやすくなる。押出比が高すぎると、粗大な再結晶粒が発生する可能性が高くなり、鍛
造材断面の前記全域や肉厚中心部でさえも結晶粒組織を微細化させることが困難となる。
反対に、押出比が小さ過ぎると、晶出物形成元素の含有量が比較的多く、晶出物を微細化
できず、伸び、靱性、疲労特性等が低くなる危険性がある。
【００６４】
 (熱間鍛造)
　この押出材を再加熱し、材料温度が４３０～５５０℃の範囲、金型温度が１００～２５
０℃の範囲、最小の肉厚減少率が２５％を超えるとともに、最大の肉厚減少率が９０％未
満の条件で熱間鍛造加工を行う。熱間鍛造は、メカニカルプレスによる鍛造や油圧プレス
を用いて、自動車足回り部品の最終製品形状 (ニアネットシェイプ) に鍛造加工される。
この形状とは、前記した軽量化形状であり、例えば、比較的幅狭で厚い周縁部のリブと、
肉厚が10mm以下の薄肉で比較的広幅な中央部のウエブとからなる略Ｈ型の断面形状のアー
ム部を有する自動車足回り部品に加工される。
【００６５】
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  自動車足回り鍛造部品は、鍛造途中の再加熱無しで、あるいは必要に応じて再加熱し、
荒鍛造、中間鍛造、仕上げ鍛造と、熱間鍛造が複数回行われる。各鍛造後、また最終の鍛
造後の材料温度が４３０℃未満であれば、鍛造および溶体化処理工程において、加工組織
が再結晶して粗大結晶粒が発生する可能性がある。これら粗大結晶粒が発生した場合、上
記ミクロ組織を制御しても、高強度化や高靱性化が果たせず、また、耐食性も低下する。
しかも、低温の熱間鍛造では、鍛造材断面の前記全域を目標としている結晶粒を微細化さ
せることが困難となる。一方、材料温度が５５０℃を超えた場合、鍛造材表面のバーニン
グが発生するとともに、粗大な再結晶粒が発生する可能性が高くなる。
【００６６】
　金型温度が１００℃未満であれば、材料温度が低くなりすぎ、鍛造および溶体化処理工
程において、加工組織が再結晶して粗大結晶粒が発生する可能性がある。金型温度が２５
０℃を超えた場合には、材料温度が高くなりすぎ、鍛造材表面のバーニング、焼き付きが
発生するとともに、粗大な再結晶粒が発生する可能性が高くなる。
【００６７】
　部位によって異なる熱間鍛造の加工率として、最小の肉厚減少率が２５％以下では、前
記した軽量化（複雑）形状の自動車足回り部品が鍛造加工できなくなる。一方、最大の肉
厚減少率が９０％以上の場合、粗大な再結晶粒が発生する可能性が高くなる。
【００６８】
 (調質処理)
  この熱間鍛造後に、自動車足回り部品としての必要な強度および靱性、耐食性を得るた
めのT6、T7、T8等の調質処理を適宜行う。T6は、溶体化および焼き入れ処理後、最大強さ
を得る人工時効硬化処理である。T7は、溶体化および焼き入れ処理後、最大強さを得る人
工時効硬化処理条件を超えて過剰時効硬化処理である。T8は、溶体化および焼き入れ処理
後、冷間加工を行い、更に最大強さを得る人工時効硬化処理である。
【００６９】
  溶体化処理は５３０～５７０℃の温度範囲に２０分～８hr保持する。この溶体化処理温
度が低過ぎるか、あるいは時間が短過ぎると、溶体化が不足して、ＭｇＳｉ化合物の固溶
が不十分となり、強度が低下する。
【００７０】
  この溶体化処理後、５００℃から４０℃までを２５℃／ｓ以上の平均冷却速度で焼き入
れ処理を行なうことが好ましい。この平均冷却速度を確保するためには、焼き入れ処理時
の冷却は水冷により行なうことが好ましい。この焼き入れ処理時の冷却速度が低くなると
、粒界上にＭｇＳｉ化合物、Ｓｉ等が析出し、人工時効後の製品において、粒界破壊が生
じ易くなり、靱性ならびに疲労特性を低くする。また、冷却途中に、粒内にも、安定相Ｍ
ｇＳｉ化合物、Ｓｉが形成され、人工時効時に析出するβ相、β' 相の析出量が減るため
、強度が低下する。
【００７１】
  ただ、一方で、冷却速度が高くなると、焼入歪み量が多くなり、焼入後に、矯正工程が
新たに必要となったり、矯正工程の工数が増す問題も新たに生じる。また残留応力も高く
なり、製品の寸法、形状精度が低下する問題も新たに生じる。この点、製品製造工程を短
縮し、低コスト化するためには、焼入歪みが緩和される50～85℃の温湯焼入が好ましい。
ここで、温湯焼入温度が50℃未満では焼入歪みが大きくなり、85℃を越えると冷却速度が
低くなりすぎ、靱性ならびに疲労特性、強度が低くなる。
【００７２】
  溶体化および焼入れ処理後の人工時効硬化処理は、焼入れ処理後、室温時効を進めない
ために、１時間以内に、１６０～２１０℃の温度範囲と２０分～８hrの保持時間の範囲か
ら、前記T6、T7、T8等の調質処理の条件を選択する。
【００７３】
  なお、前記した、均質化熱処理、溶体化処理には空気炉、誘導加熱炉、硝石炉などが適
宜用いられる。更に、人工時効硬化処理には空気炉、誘導加熱炉、オイルバスなどが適宜
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用いられる。
【００７４】
  本発明自動車足回り部品は、これら調質処理の前後に、自動車足回り部品として必要な
、機械加工や表面処理などが適宜施されても良い。
【００７５】
  以下、実施例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明はもとより下記実施例
によって制限を受けるものではなく、前・後記の趣旨に適合し得る範囲で適当に変更を加
えて実施することも可能であり、それらは何れも本発明の技術的範囲に含まれる。
【実施例】
【００７６】
　次に、本発明の実施例を説明する。表１に示すアルミニウム合金組成の鋳塊（最終の鍛
造品組成でもある）を、表２に示す各条件で、均質化熱処理、熱間押出加工、熱間鍛造加
工を行い、また、この鍛造材に溶体化および焼入れ処理と人工時効処理を施して鍛造材を
製造した。そして、この鍛造材の組織、機械的特性、耐食性を表３に示すように測定、評
価した。
【００７７】
　より具体的に、表１に示すアルミニウム合金組成の鋳塊（最終の鍛造品組成でもある）
は半連続鋳造法により鋳造した。なお、表１に示す各アルミニウム合金合金例は、共通し
て100gのＡｌ中の水素濃度は全て0.10～0.15mlであった。
【００７８】
  これら各Ａｌ合金鋳塊の外表面を厚さ3mm 面削して、長さ500mm に切断後、各々表２に
示す各条件で、先ず均質化熱処理した。均質化熱処理後は、共通して、ファンを使用して
、冷却速度が100 ℃/hr 以上で強制空冷した。熱間押出は、各々表２に示す各条件で、通
常の直接押出で行い、押出後はファンを使用して強制空冷した。熱間鍛造は、各々表２に
示す各条件で、金型温度を１００～２５０℃の範囲に調節した上下金型を用いたメカニカ
ルプレスにより行い、フラッシュランドの隙間1.5 ～3mm で、最終の肉厚まで再加熱無し
に3 回鍛造した。この鍛造材を、各々表２に示す各条件で、空気炉を用いた溶体化処理お
よび水焼入れを行った後、各々表２に示す各条件で人工時効処理を施し、T6の調質処理と
した。
【００７９】
　製造した鍛造材は、前記軽量化形状である自動車足回り部品として、各三角形の頂点部
分にボールジョイント部（１箇所）とゴムブッシュ部（２箇所）を有し、これらを略三角
形の全体形状からなるアーム部で各々繋いだ形状とした。アーム部はその幅方向の中央部
にアーム部の各長手方向に亙って延在する肉厚が10mm以下と薄いウエブ部と肉厚が厚いリ
ブ部とからなる。このような自動車足回り部品において、最大応力が発生しやすい、前記
肉厚が厚いリブ部の前記１箇所のボールジョイント部に近接した部位３箇所から、各測定
試料を採取した。このリブ部は、特に強度、靱性を有すべき部位であって、このリブ部分
に結晶粒の粗大化が生じやすくなると、アーム部、ひいては自動車足回り部品全体として
の強度を高く維持しながら軽量化を図るのが困難となる。
【００８０】
　前記３箇所から採取した測定試料における各断面を研磨後、化学エッチングし、４００
倍の光学顕微鏡を用いて、試料断面に占める再結晶した表層領域を判別して、測定対象か
ら除外した。その後、再結晶組織領域と未再結晶組織領域の境界を含む部位であって、光
学顕微鏡では境界の位置を判定することが難しい部位を優先して５箇所切り出し、観察用
に試料調整後、ＳＥＭ－ＥＢＳＰを用いて上記境界を含む領域を解析（１視野：４ｍｍ×
２ｍｍ）し、境界の位置を明確にした後、上記断面に占める未再結晶組織領域の面積割合
（％）を算出した。そして、この未再結晶領域の平均結晶粒径を、前記光学顕微鏡で偏光
ミクロ観察を行い、画像解析により測定、算出した。この結果、鍛造材断面に未再結晶領
域を有する例では、発明例、比較例を含めて、この未再結晶領域における傾角２°以上の
境界で囲まれる領域の平均粒径は、すべて１０μｍ以下であった。
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【００８１】
　一方、晶出物、分散粒子は、前記断面の未再結晶組織領域より、任意の３部位から試料
を切り出し、各組織を観察し平均値を、晶出物の平均面積割合（％、表３では平均面積率
と表示）、分散粒子の平均密度（個／μｍ３ 、表３では平均個数と表示）を算出した。
そして、例え平均値として本発明で規定するこれらの組織規定を満足したとしても、前記
３箇所のうちの各１箇所当たりでは、どこの箇所も個別には本発明で規定するこれらの組
織規定を満足しないものを×、１箇所でも個別に本発明組織規定を満足するものを○、２
箇所以上（２箇所か３箇所全部か）個別に本発明組織規定を満足するものを◎と評価した
。
【００８２】
 (機械的特性)
  前記リブ部の３箇所から採取した測定試料から、引張試験片 (L方向)  を作製して、引
張強度(MPa) 、0.2%耐力(MPa) 、伸び(%) などの機械的性質を各々測定し、これら３個所
（試験片３個）の各平均値を求めた。
【００８３】
 (粒界腐食感受性)
  耐食性評価のために、旧JIS-W1103 の規定に準じた粒界腐食感受性試験を、前記リブ部
の各部位３箇所から採取した測定試料（試験片３個）に対して行った。試験条件は、試験
液に規定時間の6hr浸漬後、試料を引き上げ、その後、試験片の断面を切断・研磨し、光
学顕微鏡を用いて、試料表面からの腐食深さを測定した。倍率は×100 とし、腐食深さが
200 μm 以下までを軽微な腐食として「○」と評価した。また、200 μm を超える場合を
大きな腐食として「×」と評価した。
【００８４】
  表３から明らかな通り、各発明例は、組成と製造条件が好ましい範囲内である。この結
果、発明例は、平均値とともに、少なくとも１箇所以上個別に、本発明で規定するこれら
の組織規定を満足する。この結果、発明例は引張強度が最低でも３９４MPa以上であり、
粒界腐食感受性にも優れている。
【００８５】
  これに対し、最適製造条件から外れて製造された比較例16～25は、本発明範囲内の組成
ではあるが、本発明組織規定を満足しないか、鍛造材に製造できていない。したがって、
製造できたとしても、比較例は、強度、耐食性のいずれかが、発明例に比して著しく劣る
。
【００８６】
比較例16は均熱温度が高過ぎ局部的な溶融（バーニング）が生じた。比較例17は均熱温度
が低過ぎ、均質化熱処理が不十分で晶出物の面積率が大きくなり伸びが低下した。比較例
18は押出温度が高過ぎ、試料表層にバーニングが生じた。比較例19は押出温度が低過ぎ、
押出荷重が高くなり、表層に傷が多発した。比較例20は押出比が高過ぎ、再結晶した領域
が大きくなり強度、伸びが低下した。比較例21は押出比が低過ぎ、晶出物の面積率が大き
くなり伸びが低下した。比較例22は鍛造温度が高過ぎ、前記バーニング、焼付きが生じた
。比較例23は鍛造温度が低過ぎ、再結晶した領域が大きくなり、特に強度が低下した。比
較例24は鍛造加工率が高過ぎ、再結晶した領域が大きくなり強度、伸びが低下した。比較
例25は溶体化温度が高過ぎ、前記バーニングが生じた。これらバーニングや傷が生じた比
較例は、発明例のような組織や特性の測定、調査を省いた。
【００８７】
　また、本発明範囲外の組成のＡｌ合金である比較例1 ～15は、最適製造条件内で製造さ
れているものの、強度、耐食性のいずれかが、発明例に比して著しく劣る。
【００８８】
　比較例1 はＺｒ過少である。比較例2はＣｒ過少である。比較例3 はＭｎ過少である。
このため、表３の通り、再結晶した領域が大きくなり強度、伸び、耐食性が低下している
。比較例4 はＺｒ過多である。比較例5はＣｒ過多である。比較例6 はＭｎ過多である。
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このため、表３の通り、晶出物の面積率が大きくなり特に伸びの低下が著しい。比較例7
はＳｉ過多で、表３の通り、晶出物の面積率が大きくなり、伸びが低下している。比較例
8 はＳｉ過少で、表３の通り、強度が低くなっている。比較例9 はＦｅ過多で、表３の通
り、晶出物の面積率が大きくなり、伸びが著しく低くなっている。比較例10はＦｅ過少で
、表３の通り、再結晶した領域が大きくなり、強度が低くなっている。比較例11はＣｕ過
多で、表３の通り、耐食性は著しく低下する。比較例12はＣｕ過少で表３の通り、強度は
低くなる。比較例13はＺｎ過多で、表３の通り、耐食性は著しく低下する。比較例14はＴ
ｉ過多で、表３の通り、粗大な金属間化合物を生成し、押し出し時に金属間化合物を起点
に表面欠陥を多発する。比較例15はＴｉ過少で、表３の通り、鋳塊の再結晶粒は粗大化し
、押し出し時に割れを生じる。
【００８９】
  以上の結果から、本発明組成、組織規定あるいは最適製造条件の、アルミニウム合金押
出材を熱間鍛造してなる鍛造材の強度、耐食性を向上させる臨界的な意義が分かる。
【００９０】
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【表１】

【００９１】
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【表２】

【００９２】
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【表３】

【産業上の利用可能性】
【００９３】
　本発明によれば、高強度化および高耐食性化させた、アルミニウム合金押出材を熱間鍛
造してなる鍛造材およびこれらの特性を鍛造材の部位全体に亘って保障した鍛造材および
その製造方法を提供することができる。したがって、Ａｌ- Ｍｇ- Ｓｉ系アルミニウム合
金鍛造材の、自動車足回り部品など輸送機用への用途の拡大を図ることができる点で、多
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大な工業的な価値を有するものである。
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